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「対中国ビジネス－戦略障壁突破の新条件」
甲南大学経営学部助教授　杉田俊明氏

「日本企業の一部は時代の変化を的確に察知し、貿易形態の対応を転換しながら、対中国ビジネスを拡大
してきた。同時に産業内における構造転換をいち早く行い、その結果が日中産業構造における分業化をも
たらしつつある。だが、安易な進出や自身における経営の甘さから、時代から取り残された企業も少なく
はない。
　日本企業による対中国直接投資のうち、生産コストのみを重視した日本の「労働集約型産業」から中国
の「労働集約型産業」へ「産業の国際間単純移動」を行ったに過ぎないものがある。つまりコストが高騰
したから日本から脱却しただけの受身的な「逃避型海外直接投資」である。
　海外で設立した現地法人をどのようにマネジメントしていくのか、日本の企業の優位性はなんなのか、
それをどのように維持し、発揮していくのか。日本の本社が果たす役割はなにか、など、本来経営として
クリアにしていかなければならない課題が多いのである。しかし、主役は中小企業が多いだけに、企業の
生成・発展にかかわる重要な戦略とビジョンをほとんどもたずに海外直接投資を行っている企業が多く見
られる。」（杉田俊明氏著「中国ビジネスのリスク・マネジメント」ダイヤモンド社255ページから引用）
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